第１９章　教育
学校の概況
　大阪府における昭和52年５月１日現在の国公、私立の状況を学校基本調査でみると、学校数は前年より60校増加して2,917校（本校2,877校、分校40校）となった。この増加数を学校種別にみると、幼稚園20園、小学校24校、中学校15校、高等学校５校、養護学校１校、専修学校77校増えているが、各種学校は82校減少した。大学、短期大学、高等専門学校は前年と同数である。
幼稚園
　幼稚園数は前年に比べ公立、私立共それぞれ10園ずつ増え、総数881園（本校877校、分校４校）となった。幼稚園児数は、昭和49年に20万人を突破して以来増加がにぶり、本年も１パーセント台の増加率にとどまり、総数で21万1,460人となった。また就園率（幼稚園修了者数を小学１年児童数で割って100を掛けたもの）も昨年より0.1ポイント下がり80.6パーセントとなった。一方教員数（本務者）は238人（対前年増加率3.2パーセント）増加し、7,721人となり本務教員１人当たりの園児数は27.4人（前年に比べ0.4人減）となった。学級数については、前年より140学級（対前年増加率2.5パーセント）増加して5,705学級となり、この結果１学級当たりの園児数は前年の37.4人から37.1人と0.3人減少した。
小学校
　学校数は、前年に比べ公立で24校増え、総数941校（本校918校、分校23校）となった。また児童数は、44年から47年にかけて毎年5パーセント以上の対前年増加率を示していたが、ここ数年増加傾向は鈍り前年3.6パーセント、本年2.6パーセントと低下しているものの総数で85万184人となった。また、学級数は前年に比べ619学級増え２万3,106学級となった。本務教員数は、前年に比べ2.8パーセント増の３万459人となり、そのうち女子教員の占める割合は66.8パーセントで前年より0.4ポイント増加した。更に１学級当たりの児童数は昨年同様36.8人となり、本務教員１人当たりの児童数は前年より0.1人減少して27.9人となった。
中学校
　学校数は、公立で15校増加して総数で416校（本校410校、分校６校）となった。生徒数は、前年より２万1,354人増加して36万1,031人となり前年を1.3ポイント上まわる6.3パーセントと高い増加率を示した。学級数は504学級（対前年増加率5.8パーセント）増え9,226学級となり、１学級当たりの生徒数は前年より0.2人増加して39.1人となった。また教員数（本務者）846人（対前年増加率5.3パーセント）増えて１万6,712人となり、本務教員１人当たりの生徒数は前年より0.3人増加して21.6人となった。
高等学校
　学校数は前年に比べ５校増え総数234校（本校232校、分校２校）となった。この内訳を設置者別にみると国立１校、公立150校、私立83校。課程別には、全日制176校、定時制14校、全日制定時制併置44校となっている。生徒数は、47年以来増加傾向に入り、49年3.5パーセント、50年3.6パーセント、51年4.1パーセントと年々増加率を高めてきたが、本年は2.5パーセントとやや増加率が低下し総数で28万9,360人となった。また教員数（本務者）も556人（対前年増加率3.9パーセント）増加し、１万4,916人となった。これにより本務教員１人当たりの生徒数は19.4人（前年19.7人）となっている。
　本科の学科別生徒数（公私立）の内訳は、普通科22万3,143人（構成比77.5パーセント）､工業科３万333人（同10.5パーセント）、商業科２万6,347人（同9.2パーセント）、家庭科3,291人（同1.1パーセント）、農業科1,935人（同0.7パーセント）､厚生科475人（同0.2パーセント）、その他2,368人（同0.8パーセント）となっている。
その他の学校
　養護教育諸学校の学校数は前年より１校増えて、31校（本校26校、分校５校）となった。教員数（本務者）は1,690人、幼稚部から高等部までの在学者数は5,341人で、その学級数は852学級となっている。
　各種学校は、前年より82校減少して、総数で227校となった。また在学者数も前年より1万6,795人減り、６万5,755人となり教員数も556人減の1,702人となった。
　専修学校は、前年より77校増加して、総数で110校となった。また在学者数も前年より２万986人増の３万2,199人となり教員数も694人増の1,056人となった。
卒業者の進路状況（国立は除く）
　中学校卒業者数は、本年は前年より5,092人（対前年増加率5.1パーセント）増加して10万5,255人となった。これを進路別にみると、進学者（就職進学者を含む）9万8,169人　（構成比93.3パーセント）、教育訓練機関等入学者（就職して入学した者を含む）3,085人（同2.9パーセント）、就職者3,311人（同3.1パーセント）､無業者621人（同0.6パーセント）、その他69人（同0.1パーセント）となっている。
　進学状況についてみると、進学者は前年に比べ4,080人増加したものの進学率は93.3パーセントと前年より0.6ポイント減少した。また就職状況では就職者数（進学者、教育訓練機関等入学者のうち就職している者を含む）は、前年に比べ801人増えて5,028人となり減少を続けてきた就職率も4.8パーセントと前年を0.6ポイント上回った。これを産業別にみると第二次産業が3,181人で全体の63.2パーセントと最も多く次いで第三次産業、第一次産業という順になっている。
　高等学校卒業者数は、本年は前年より7,562人（対前年増加率9.6パーセント）と増えて８万6,228人となった。これを進路別にみると、進学者（就職進学者を含む）３万5,650人（構成比41.3パーセント）、教育訓練機関等入学者（就職して入学した者を含む）8,956人（同10.4パーセント）､就職者２万6,773人（同31.0パーセント）、無業者1万4,703人（同17.1パーセント）、その他146人（同0.2パーセント）となっている。
　進路状況についてみると、大学・短期大学への進学者総数は、前年は減少を示したものの本年は2,476人増加したが、進学率は前年より0.9ポイント減少して41.3パーセントとなった。また、就職状況では、就職者数（進学者、教育訓練機関等入学者のうち就職している者を含む）は43年以降減少をつづけてきたが本年は2,114人増加して２万6,773人となったが就職率は前年より0.3ポイント下まわって31.8パーセントとなった。就職者を産業別にみると、最も多いのが製造業の8,843人で全体の32.3パーセントを占め、次いで卸売・小売業の8,449人（構成比30.8パーセント）、金融・保険業の4,027人（同14.7パーセント）となっている。また、職業別では事務従事者が１万3,795人で全体の50.3パーセントを占め、次いで技能工・生産工程作業者の6,189人（構成比22.6パーセント）となっている。
